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回帰分析の方法

.となる。この値を用いて，

(3.19) Yi =  co +  Ci^2/ +  CjXi +  u i 
(3, 20) Y y ^ d o + d ^ + d tX2+d3X3 + u,

を求める。結 银 は .
(3.21)

Y, =  52064. 416-5 . 6342600f/+0. 98065500Xi 
(10202. 328)(1.2133095) (0. 59235632)
C5.1031922)C4. 6 4 3 7 1 2 0 )《1.6555153)

R=0. 99354602 自由度調整 0.99169435
Y ,= 156038. 28—17. 304500t/+8. 0649000X2 

(61561. 301)(6. 5935579) (76.838117)
《2. 5346813》《2. 6 2 4 4 5 5 6 )《0 .1049M62》
- 0 . 98472000X3 、

(0. 69339833)
Cl. 4623142》

R = 0 .9 9 3 5 1 5 5 1 自山度調整 0.99025728
この結果をニ段階最小泡乗法の結果と比較してみようt

(3.22) Yi =  31993.518-3 .26840t 十 2 .1678H
(L 3896165) (0. 69306376)

R -0 . 9665
Y ,=  - 78983； 355+6 .769584t2 

(7. 7681373)
+  174. 9051X2+'l. 518458X3 
(274. 95572) (0. 86173757)

R=0. 8961
需要方程式についてはかなりの一致がみられるが，供 

給方程式に関しては大幅に異なっている。主成分によ 

る方法ではY2 の係数がマイナスに変わっており，X2 
の係数が非常に小さくなっている。もともと他の方法 

を用いてもX?の相関がひくいので有意にはでていな

い。

昭和 37, 3 8 年の予測を行なってみる。

需要方程式にあてはめてみると，

( 3 . 2 3 )昭和 3 7 年 226ぬ 」

昭和 3 8 年 24393
となる,

供給方程式にあてはめてみると，

(3.24) 昭和 37 年 27978 

昭和 3 8 年 11543 
実際値は , .

昭和 3 7 年 28662 
昭和 3 8 年 29766 

となっており，ニ段階最小自乘味による値を使ったと 

きは，

需要方铤式では 

(3. 25) 昭和 37 年 25405 
‘ 昭和 3 8 年 26840

供給方程式では 

(3. 26) 昭和 37 年 32861 
昭和 3 8 年 43470 

となづていた'。 ,

この結果からニ段階最小自乗法が，需惡方程式から 

は過小，供給方程式からは過大となっているのに対し 

て主成分を使った方法は，.両者共過小，特に供給方程 

式の 3 8 年は大teに小さくなっており，あまり意味の 

ない数値となってしまっている。これは係数の符号が 

通常の意味と異なってしまっていることに掃因すると 

考えられる。この限りではこの計算における主成分分 

析の応用はあまりよi 、結果を生まなかったといりても 

よいであろう。

Y2 との相関ぱ蜇相関に等しいから0.89363691 
であり，Y2 と令2’の相関は0. 87476687 ( / との相聞: 
のときの符号•が変わることに注意）であったがらあまり違 

わないが，結果においては大きな相違をもたらして： 

予測値にづI 、ても大きな遠I 、となってあらわれた。こ 

れは一例であるが，主成分分析を用いるとき丨こ注意し 

なければならない点であろう。 (3, 21)(3, 22) O Y ,ば 

Y>とすべきであるがみやす^、た め Y ,とした。

(経済学部教授）
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日本帝国主義下における「満州」への中国人移動丨こついて

一 一 「満州国」成立以降における対満中 _ 人移動政策史 - —— .

日本帝国主義下の植民地「満州」 （中国衆北部一 以下, 
たんに満州と記す）について，最近若干の注@すべき研 

究が発表されはじめているが，その研究課題の重要性 

に比して，研究が著しく立ち遅れていることは否定で 

きない。1945年以前の日本帝国主義による植民地支配 

の構造を解明するには，満州の植民地支配を歴史的•具 

体的に明らかにすることが必要であるにもかかわらず, 
その研究は植民地朝鮮.台湾にかんする研究よりも遅 

れている，というのが現状なのである。とりわけ，力 

イライ政権「満州国」成 立 （I932年3 ; D 以降の満州 

を対象とした研究はきわめて少ない。本稿の目的は， 

中国関内，〜主として華北から満州へめ中国人移動にた 

いして， 「満州国」成立以降，いかなる政策が展開さ 

れたかを，歴史的• 具体的に明らかにすることにあり， 

したがって入満した中国人労働者の状態についての考 

察は，本稿の範囲外におかれている。そして,「満州 

国J 成立以降関東軍によ'って主導されたこの対満中国 

人移動政策は， 日中戦争勃発（1937年7月）を契機と 

して，ョリ組織的•統一的な国家権力によって主導さ 

れるようになり, その政策内容•も，中国人入満制限政 

策から積極的導入政策へと180度の転換を^ :したので， 

本稿においても，日中戦争勃発以前と以後の2 つの段 

階に分けて考察をすすめることにしたい。

I  「満州国J 成立以降田中戦争勃発以前にお

ける対満中国人移動政策の展開

松 村 尚 夫
..* ■ . ■

中国人の対満移動にたぃして， 「満州国ン成立以降 

日中戦争勃発までの時期には，関東軍の主導によ？)治 

安維持の観点にたつ政策が先行し，一貫して入漓制限 

政策が追求されだことが, まず指摘されねばならなぃ4 
そして, その入満制限政策は，労働政飨立案機関=  

「労働統制委員会j の関東軍内への設置，移動制限政 

策実行機関= 大東公司の設置，さらにその法的根拠ネ 

「外国労働者取締規則」め制宠とぃうように，次第に 

強化されていったのである6
I933年 9 月5 日の関東軍特務部速合委員会において， 

「全満の労働統制のため其の協議機関として労働統制 

委員会を特務部に置く j ことを基本方針とする「労働 

統制委員会設置案j が可決され,同年10月20日，関策傘 

特務部内に労働統制委員会が設置された。こq 委員会 

は，特務部長(小礎国昭）が委員長となり, .関柬軍(参 

謀部，特務部；経理部) , 満州国政府(眾政粜業部^外交 

部，交通部) , 朝鮮総督府，関栾庁，満鉄，技術協会, 
土木協会などの27名の委员から構成され，かくして 

係機関総動員のもとで，関®苹主導による労轉統制政 

策の立案作成が開始されたのぐe ある。 .
この労働統制委員会設置に先だって，関鬼軍は,.中 

国人労働者の入満制限を越調とする労働統制政策め立 

案作成を，蹿鉄経済調査会に督促してぃた。すなわち， 

33年6 月 6 日，関東軍特務部長小磯国昭は，経済調鸯 

会委員畏十河信ニ宛に， 「目下貴方に於て調迹立案 

中の満州国に於ける外人入国収飾，帰順匪賊及栽兵の 

処理等に関聯し緊急の要事と被#:に付取急完成の上送

注（1 ) 般近の満州研究の状況にかんしては，鈴木隆史け滿州j研究の現状と課題j (アジア経济研％所 *■アジア経济』 1971 
平4月# ) の手ぎわよい盤迦を参照されたレ、

(2 )  「穷呦統制费员会設歐j, _ 郯特務部，1933年 r满洲労働統制力策』（立案調顏沏第30編飨1巻)，5-7
K  ... ■
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日本帝国主義下における「満州J への中国人移動について

附煩度J と立案を督促しており，それをうけて同年 

6 月23日には，経済調查会第一部で'作成された「労働 

者需給調節方策」が小機宛に送付された。その「方策」 

は，労働統制の計画♦立案をなす協議機関とその実行 

機関とを別個に設置することを基調としており，協議 

機関にかんしては，み働統制委員会を関東軍特務部に 

設匱することが提案され，また，実行機関にかんして 

は，財団法人労エ協会とする案,株式会社華エ会社と 

する案, 行政機関労働局とする案の三案が，未決定の 

まま並置されていた。だが，つづいて8 月9 日には， 

十河ぱ小磯宛に，労働統制機関として「最初より全満 

の労務関係を打って一丸とせる労エ会社の如きものを 

設置することは現在の情勢より考慮して相当の危険を 

伴ふものと思惟され尚早の感ある」と指摘して，ョリ 

萁倖的に，土肆業，一般荷役業（福畠華X 国際運蝻)， 

および製鉄所ごとに異った労働統制方策を指示し，炭 

鉱 (撫衂炭鉱，昭和製铜所）は現状のままとした。かよ 

うな関東軍と満鉄経済調査会の下準備のうえで設置さ 

れた労働統制委員会は，以後，1938年 5 月に，国務院 

企画委員会の一 分科会として新設された労務委員会に 

吸収されるまで，穷働政策立案機関として機能しつづ 

けたのである。

ところで，満州への中国人の移動の歴史は古く , 1 8  

90年には約150万名であっちのが，東支鉄道敷設によ 

る大量の労働力需要を充足するための移動が急増し， 

1908年には570万名を数え，さらに1914年には800万 

名，I9如年にはn o o方名になってい/1 >cの後の入満 

数およか離満数の液移は，第 1 表のごとくであるが， 

その出身地紅，山東省，河北省が圧倒的に多ぐ華北

注

第1表対渦中国人移動の推移

入 満 数 離 満 数

1926年 646,612 272,453
27 1,043,772 281,295
28 967,154 342,979
29 941,661 541,254
30 673, 392 439,654
31 416,825 402,809
32 372, 629 448,905
33 • 568,768 447,524
34 627,322 399,571
35 444, 540 420,314
36 364,149 366,761
37 323, 689 260,000
38 492,376 260,000
39 985,669 390,967

, 4Q 1,318,907 846,581
41 ’ 918,301 688,169
42 1, 068, 625 661,235
43年 

( 8 月末現在） 791,960 139,910

備考満州国史編貘刊行会『满州国史j 各論，1971年1 月， 
1156頁より。 .

の窮乏化した農民層より析出されたこれら中国人勞働 

者は，青島，芝罘，城沽経由で大連，.営ロあるいは安 

東に上陸ザるという海路か，または天津，山海関経出 

で徒歩あるいは奉山線で北上するという陣路によって 

入満し，不熟練労働者として，日本人労働者の三分の 

一_の低賃金で鉱夫•人夫などの筋肉労働に従來したの 

ち，その多くは再び華北に帰還するという出稼的性格 

を濃厚に刻印された労働者であった'（出稼的性格にか 

んしては後述)。じじつ， 1936年度の大東公司調杳わ入 

満者3 6万 4 千名のうち，山東省出身は2 2万 3 千名

(3 ) 「労働者需給調節方策立案相成度件」（特務部発第1071号)，関來軍特務部長小磯国昭から満鉄経済調査会委員長十河 

信ニ宛，1933年6月6 日, 同上，11—12頁。 ,
(4 ) 「労働悉需給調節方策案（一)」, 涡鉄経済調杏会第一部，1933华6月, 同上，9一 11頁。

( 5 ) *"労働渚需給調節方策立案の件」（経調庶33第13号の59) ,满鈥経済調迕会委員長十河信ニから閲朿审特務部長小磯 
闽昭宛，同上，1 4 -1 5頁。

( 6 ) 涡鉄経济調进会1■满洲の苫力』，1934年，2頁， _ \  :
( 7 ) 出村五十彥「出稼移K満洲流入め原因j はつぎのごとく指摘している，「離Wする農Kの階級は概して，自小作農/ 

小作農，展農に多ぐ富農> 地主階級には平時に於て離村するものは殆んどない。丨!丨小作農は由己の所有丨II地のみでは

, 到底一家族を養ふ水が出来ず，従って畏见を所冇m地の耕作に従?jfせしめて，次ダj以下は滿洲に出稼をなし，.或は潘少 
なる丨丨丨地を:喪子にまかして男子は満洲に出稼し，而して邦の持傾り金に依って，一家の生計を助けてゐる。而るに，小 

作農乃至鹿農は自己の所翁⑴地なるものはなく, 所謂土地無産階級に厲するものであり，彼等はあらゆる方法に依って 

上摺階鉍i り' , 取され，典の姑见生計をたつるの逍を失ひ，一家举って満洲に移住するに至るのである。故に乎時に 

於ては，一時吵出稼移尻として離村するものはii丨小作農階級に多く，家族をリ|き迚れて永久的に離村するものは概して 

小作農74び屈農の両階級に多V、と言ふ啡が出来る。j (満鈇経济調迩会*■労務時報j , 第61母，1934年7 月号，70 M). 
なお，出稼中®人労働者の出身地農村の状況については，山衆省の鄒平縣を調进した「鄒平縣に於ける殷村経济調沲報 

杏後j (前描f穷務時報ム妬67兮，1936句. 1 • 4年期）を，出航地の状況については，告11丨类之「山來河北出稼移 
比の発航地?】fjffjび间上j , 第60兮，1934牟7ル切を参照。 ’

40(826)
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日本帝国主義下における「満州_)への中国人移動について

が563名 (2S. 2% )を占めて.お
(9)

単身者は1835名 （91*7%)に及んでいる。

(61,6%),河北省出身は13万 2 千名 (36. 3 ? 0 であり， 

両省だけで全入満者の97. 8%を占めている。また， 19 

35年の陸路入満者2 千名を対象とした調査によると， 

「郷里における生業j は，農業が1287名 （6 4 3% )を, 

「労働」 （= 雑業層）

り，また，

このような華北出身の中国人労働者は，たとえば1934 

年に，撫順炭鉱で全労働者の76_ 9% ，昭和製_ 所で 

30. 4%，大連埠頭荷役で9 8 .1%を占めるというように， 

満州における労働力構造の基盤を形成していたのであ 

る。関東軍の方針は，かような対満中国人移動にたい 

して制限政策をと:り，労働統制委員会をその立案機関 

とするものであった。 '
第一回労働絲制委員会は, 1934年 1 月9 日，小磯国 

昭特務部長ほか委員20名，ゝ 幹事3 名が出席して開催さ 

れ，（丨）（中国人) 労働者の入満に関し取締を為す件， 

⑵裁兵及び帰順匪の雇傭に関する件，⑶労働者需給_  

節の為全満労エ株式会社設立の件が密議•されたが，こ 

の 「労働統制委員会の創立総会とも称すべく意義深き 

会合」 （会議議事録) において，関東軍侧と在満資本 

侧とのあいだに，一時的な対立が生じたことは，注目し 

てよいであろう、華北からの中国人労働者の対満移動 

を制限することが，満州の治安維持，中国人出稼労働 

者の国外送金防止，および在満労働者の生活安定のた 

め匕必要なばかりでなく，'将来の日本人の対満移民の 

余地を確保して,「満州産業界に於ける必要労働力の 

総てを，原則として満州五族就中満州人，日本内地人 

及朝鮮人により供給せしめんとす♦ 統制」 （当時の用 

詔によれば, 「労働者の国R 的統制」)を実現するための前提 

条件であると主張する関東軍側と，苦力, 華工，工人 

などと呼ばれていた低賃金•不熟練中国人労働者の大 

磁対満移動を自らの利潤追求のための不可欠な労働力

基盤としてきた土建業などの在満資本側とのあ、、だに 

一時的な対立が生じたのは，むしろ当然であったとい 

えよう。この委員会で，満州国民政部警務司長（長尾委 

員) .が，「治安が安定する迄は. ( 中国人の—— 引丨腺-)入 

国を認めたくない：満州国が出稼苦力の入，を制限レ 

やうとす名のは何も法律的根拠があって行って居る(の 

ではなく事実的な問題として取締って居るに過ぎないJ 

と主張したのにたいして，土建協会理事長（榊谷委摩） 

は， 「土地の者を使へと云ふが吾々の見方では到底满 

州の苦力では間Ki合はない能率の点に於て土地の者 

は山東苦力の三分の一であるのに，賃銀は何5 がと云 

へば，山東苦力には土着苦力の三分のニを払へば,よい 

と云ふ状態である入国を.制限し土着苦力を使g せば 

土事費が高ぐなる言十りでなく竣工速序•が遅くなるj .と 

して，中国人入満制限に強く反対した。そして，小磯 

議長が， 「治安維持，国内労働者，それに日本を考へ 

る時，苦力め入国制限は極めて必要である。然レ安い 

労働者を使はなければならないと云ふ理由は尤もなこ 

とと思ふこれは重要問題で即決をするのは妥当でな 

\ ! ' j と総括して，この問題を小委員会を設置レて検討 

せざるをえなかったのは，この間の対立の鋭さを如実 

に示している。だが，労働力供給源を華北からの中国 

人労働者の移動に求めて形成されてきた満州の労働力 

構造を，日本帝国主義の完全な植民地支配のもとで， 

上からの労働統制によって変形させようとした過程で 

生じたこの一時的な対立は，ただちに関東軍の方針が 

貫徹されるかた：ちで「解消」され* のである。すなわ 

ち，同年3 月12日に開催された第:^回労働統制委員会 

において， 「労働者の入満に_ する取締要綱」が泰識 

され， 「労働者の入満に関しては治安維持,失業防止 

の上より見て治安を害するの虡あるも($，就業の見込 

なきものは入満を為さしめざるものとす」とした中国

注（8 ) 大柬公司,ワ、満労働省と各嵇統訐比較研究J (大來調盗資料锹弓号)，1937年, 37頁。

( 9 ) 满鉄経済調&佘 『満洲労働_ 情綜氣s (1936年版)，291良
( 1 0 )同上，7 - 8 頁，
( 1 1 )「第一囘労働統制委員会」謎事録，1934年1月，前掲*■満洲労働統制方策』，36—37瓦
( 1 2 )前掲ず満洲匆動統制方策』，1頁。 •
( 1 3 )前揭「第一回穷働統制要員会J 讅祺録，3 8頁。 ' '
( 1 4 )同上，38—39 頁, ’

: ( 1 5 )入涡中国人制限賛成論には，との他技術協会長(只瀬委員）の 「苦力の入国を制啤する必要あり，.现状の諶では全く 

満州国は中華戾国の植m地たる観あり，農民には鮮人を使ひ,又新工業は之を機械化し日本人熟練工を使ふ様にさせな 
, ければならないj (同上， 39 k ) という主張があり, また，満鉄妞設局次長(mffl委員) の r入国制酿は労働表の不思 

を来すに至るもので，この点を懸念する。漸次制限するに.しても效ニ年間の間は従来と同様入国させる必泱があると思 

ふ」(同上》同頁）という入満制限惊iDl命もあった。

<16)' 同上，40 K.
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日本帝国主義下に’おける_「満州j への中国人移動にっぃで

人入満制限力針が決定され,さしあたり土木建築業へ 

の入溝者を11万名に制限するとの計画のもとに，大連, 
営ロ,山海関で入国取締りを実施することになづたの 

である。つづいて同年4月 4 日に，「努めて北支方面出 

也に於て制止する為大東公司をして查証を発行せし 

t s j「査証の発行並入国の許可,は民政部に於て統制し之 

を大東公司に通報するものとち」 と決定され，ここに 

大來公司が入満取締機関として機能することになった。

大東公司は，天津陸軍特務機関の指導のもとに， 19 
34年 4 月 1 日に設立され，本部が天津に，杳証事務所 

が山海関，青島，芝罘，龍ロ,威海衛の各地に設置さ 

れ，また，出張所が大連に設置された。その業務は満 

州国勞働者入満取締方針にしたがい，入満中国人労働 

者の身元を出国前に調査し，許可該当者には丧証を‘亮 

給することであり，満州国政府は，大柬公司の逡証を 

所持しない中国人の入満を禁止したのである。かよう 

な関來軍の主導による入満制限政策の強引な実施は，

中_ 政府による大東公司杏証事務の「妨害』を生みだ 

しただけでなく，大連，安東，営ロの船会社および客 

桟組合などの中国人「輸送」関係者による入満制限緩 

和請願運動をもひきおこした。その結果，34年度の入

取締は著しく阻害され，34年度の入満者は，32年度 

の37万2629名 （満州事変により入満志減少)，33年度の 

56万87G8名よりもかえって増加し，62万7322名を数え、 

た。そこで，35年度から，与リ敬権的な入満制限政策 

が突施されることになったのである。

第三回労働統制委員会は，1935平 2 月13日，阅東軍参 

謀長西尾辩造委員長ほか委員34名の出席のもとに開催 

され，⑴入満労働者の統制方策と⑵入満労働者制限数 

…とから成る’「人満労働者統制方針j が決定された。こ 

の「方針」は，「昭和9 年 （1934印）度に於ける入満労働 

表の統制に(就きては不充分の点あり, 其の実を挙げ得 

ざりし憾ある」との反省のうえにたって，35年度から 

f取締の徹底を期せむj ことをR的として, つぎのご 

とき内容をもつ「身分証明街制度」および「外国労働 

者取締規則」の制定を決定したものであった。

「1 . 国外労働者め人満（関]](州内立入を含む）に付

$ は満州国は尻政部指足の外闰労働者取扱人をして资 

働統制委員会にて決宠せる制限数の範囲内に於て一定 

の条件を具備する若に対し身分証明書を発給せしめ:j矣 
のM示を以て入国(立入）の許可条件とすること

2 ‘ 満州国内及関柬州内に於ては労働者の入国又ほ 

立入の際前項の証明書に対し，当該警察官史'の検印を 

受けしめ其の携持を以て国内並州内に於ける労働従事 

の許可条件たらしむること

3 . 満州国民政部及関苋局に在りては右趣旨に蕋き， 

外国労働者取締規則を速に制定公布すること.
4 . 右取締規則公布に至る迄の-暫定的処置として満 

州国並関東局に於ては関係機関に神し訓令通牒を発し 

て右方針の趣皆徹底を手配するこH
そして, このような方針を具体的に実施するために， 

入満許可労丨動考数が初めて設定され，1935年度は，各 

産業別に，土建関係11万名，エ鉱業関係1 万7800名， 

農業関係20万名，荷役関係1万2200名，合計44万名と 

されたのである。

,この第三回労働統制委員会の決定が真に意図してい 

たところは，委員会で決定された「入満労働者統制ナブ 

針案」を作成するために，1934年末以来十数回にわた 

って審議した小委員会の議亊録が明示している。34年 

I2月19日から’4 日間, 関東軍（特務部, 司令部)，大東公 

司,満州国政府（民政部，外交部)，満鉄経済調査会，大 

使館，関來庁の出席のもとに開催された「外国労働者 

取締に関する根本方針打合j は，このような審議をお 

こなつた小麥員会の一つであるが，その会議における 

つぎのごとき一連の発言は，満州国内の労働者にかん 

する匙•本調査さえ全く作成されていなかった瘈時の段 

階において，国内の労働統制は明らかに不可能であり， 

従って国内の労働統制目標なしに遂行される対満中闯 

人移動政策も，たとえその労働統制機構が外觅上いか 

に盤備されてみえようとも，無原則的，盲目的に遂行 

されざるをえなかったことを示してい;^。

特務部（多久委员）•'当而め問題としては，入固統制 

と謂ふ翦に13途を臌いて漸次に国内的の労働統制の実 

行に移して行くと謂ふ様な祺にしなければならないの

注(1 7 )，「第二四穷拗統制麥贤会」議事録，1934年3月，同上，42 
(18)(19), この決宛は，1934年4 月4 Hの_ 部司令部における5刺令部，火使飴，閲艰庁, 満州国K生部（簪務司）の辎 

讅の結；Miなされた。「涡洲固に於る労働店•入国制限に関する打合祺明送付の件」（特務部発绾417号)，関來耶参謀丧柙 

，聪 ?造から満鉄副総栽八川嘉1]|丨宛，1934年4 /j1U :丨，同上•142—143 H。 ,
( 2 0 )嘮H问労働統制荽员会j 誠事録，1935年2几同上，124钆
( 2 1 )冏上，124—125 瓦
( 2 2 )闻上, 125艮  '
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日本帝国主義下におけるr満州|への中国人移動について

ではなL、かと考へます。或は満州国に労働局と謂ふ様 

なものを造って，国内の労働統制を実現すると謂ふ様 

な意見もありますが，今日の場合実際之を行って見た 

錤で,'此の混池たる満州では実績を挙げる事は至難な 

琪ではないかと考へます。第-"労働者に関する趣本調 

杏も未だ何等出来て居ないのであります。土建労働者 

に就ては凡そ其の数も分布も判明するやうであります 

が農業労働者の如きは全く見当が附かなV、と謂ふ様な 

状態にあるのであります。J
- 満鉄経済調査会（高丨1丨要員）「満州国で労働の需給調 

節を図るとしでも将又日本人発展の余地を見出すにし 

ても，或は又労働政策を建てるにしても，現在の如き 

では，之に対する何等の签礎的資料かない。入国の取 

締だけをしても，国内的取扱がお留守では，何だか 

r尻切れトンボ』の様な感があります。完全なものは 

出来ないにしても，可成早く之に着手して，出来るだ 

け正確な記録を造り，先程申した様な総ての方面に対 

する貴重な基礎を造る手段としたいと思ふのでありま 

す。單に数を制限すると謂ふ丈ならば，何も大げさに 

掛がる必要はない。其の制限は何のためにするか，何 

う謂ふ風にするかの根本が早く她立されなければなら 

ないと思ふのであります。」

そして，労働者の基本調査を欠き，中国人入満制限 

目的が不朋確であったということは, 入満制限数が， 

ほとんど根拠なしfc/ 労働統制委員会によって決定さ 

れた，ということに反映されざるをえなかった。つぎ 

のごとき質疑がなされたゆえんである。

特務部（中田委員）「而し例へば来年度の入_ 許可労 

働者を二十万人と仮定して大体何んな種類の労働者を 

如何なる時期に入れるかと謂ふ様なことが定らないと， 

査証をやる側から謂っても困るのではありませんか。 

崙矩人員を幾らにするかと謂ふ事も国内的の統制が相 

当出来て居なければならない問題ではないでせうか。J 
特務部（多久麥員）「迪論上では実際夫うなんですが, 

実際叫題として仲々夫は困難である様に思ひます。現 

行の杏証で就職先が略判然として来ますから,漸次に 

出来て行く問題だと思ひます 

大苽公司m m m 「今年の調豳'を迤礎には出来な 

i 、か.も知れなi 、が，ニ年三年と経って杏証から芷確な

統計が生れて来れば職業別の蓝本数字も漸次出来て来

ると思ひます。」 ，

特務部(中in麥員）「夫れならば現在の処では，全ぐき

っかりした奄定人員を宠めるととが出来ない訳ですね。.
大览公司（大泊藥员）「先づ夫うですが，組織的に之

を行って行ぐと謂ふ様な訳です。」

関苋庁（木m委員)「……差当り完全な事は到崁出来

得ない而し組織だけは先に造って置いた方が皮くは

ないか。農業苦力等は直ちに取締を実行することは出

来ないでせうが，せめて農業以外p 苦力だけでも，上

陸許可証を発行すると共に労働許可証を持たすと謂ふ

様な事にして置いた方がよぐはないかと思ひます。j
かくして，中国人入満制限政策は，制限目的が不明

確なまま，無根拠な入満許可数を設定して，実施され

ることになったのである。

さらにまた，この入満取締にはさまざまな粉飾がな

されたことにも注意する必要があろう，たとえば,入

満取締機関について，関柬庁（木(1!委員）は，「表立て

ずにやれる様な方法」として，台湾の南国公司を模傲

した大束公司をその取締機関とすることを提唱し,大

來公司を「ー槌の財団法人組織にして，入境労働者の

取扱をなすと共に，支那人労働者の困窮せるものを救

済する様な仕事を併せて営む在らば，名目も立ってよ
(26)

ろしいのじゃなI 、かと考へて居ります」, 「併せて支那 

とも仲よくやる必要がある。お前の囯の労磡者を之 

(大束公司の発給する身分証丨则丨一引州渚）で保護^てや 

ると謂ふ様な逮前に見せる事も大事だと思ひます」と 

のべている。また， 「外国労働者取締規則j の制矩に 

かんしても， 「台湾の様に徹底した明文を新に出すの 

は国際的に非常に目立って围白ぐないから目立たない 

様な令の下に行ひたい」ので，「台湾の如く支那人労 

働者と謂ふ言葉を明確に用ひないで，外国人労働者と 

して之を活用する方がよかろうと思ひます」とのべて， 

入満取締機関および取締規則としての性格を粉飾する 

必要:姓を弥調しているのである。

そして，第三回労働統制委員会の決定にもとづいて， 

このような性格を有した入满制限政策が実施されるこ 

とになり，1^5年2月l S f l ,大東公司は資本金100万 

円の合資会社に改組され，本部を天萍から新京に移転
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注 ' c外国労働杏収締に関する根木方針の打合」讅琳録，涡鉄経済調在会第一部浓四班，1934年12刃, 同上，59-60 Ko 
同上，6 4良 
间上，60—6 1寅。

同上，5 6見 

同上，:62K.
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日本帝国主義下における「満州」への中国人栘動について

I ，つづいて同年3 月5 日，関東州では「外国労働者 

取締令j (閲朿局令第5 号) が公布され， さらに词年3 
月21日，満州国では，ほぼ同一内容のf外国労働者取締 

規則_ !(民政部令第1号）が公布された。「外国労働者取 

締規則J は全文14条から成り,‘「外国労働者パ入国ノ際 

外国労働者取扱人ノ発給スル身分証明書ヲ当該警察官 

吏ニ提示シ入国許可ノ検印.ヲ受クべシj (第3条）と規 

定したが，この規定によって，34年4 月以降非公認のま 

ま中国人労働者取締機関として機能してきた大東公司 

.は，法的に外国労働者取扱人に指定され，身分証明書 

の発給のほか, 中国人労働者の募集，供給並びに輸送 

などを実施しうることになり，ごこに入満制限体制が 

法制的にも整備されたのである.;そして,たとえ入満制 

限政策の目標が不明確であり，かつ入満制限許可数が 

無根拠のものであったとしても，ひとたび確立された 

入満制限体制は独自にその機能を発揮していき，35年 

度の入満数を，許可教44万名にたいして42万0314名に 

抑えた。翌36年度の入満許可数は，同年1 月23日の第 

四回労働統制委員会で各産業別には設定しないことに 

変更され，総数で36万名と決定されたが，実際の入碑 

数は36万4149名とほぼ計画どおりに抑えることに成碎 

:し, さらに37年度も, 37郎 1 月の第五回労働統制委員 

会で決定された入満許可数38万名にたいして，入満数 

は，日中戦# 勃発の影響をうけたこともあって, 32万 

3689名と許可数を下回ったのである0 離満中国人数は， 

31年がら36年までは，ほぼ40万名前後と一定していた 

ので，制限政策め実施が満州の労働力供給をかなり減 

少させたことは明らかである。

以上のごとく • 「満州国」建国以降日中戦争勃発にい 

たる全での植民地支配機構の基礎確立段階では, 治安.

対策の観点が先行し，労働政策の観点が稀溥にならざ 

:るをえなかっ.たがゆえに，それ以前に•長期間にわたっ 

て満州における労働力签盤を形成してきた中国人労働 

者め入満を制暇するという，労働力確保とはまさに正 

反対の政策が,関東軍主導のもとに展開されたのであ 

る。この労働力確保という観点からは転倒した政策が 

内包する欠陥は，日中戦争勃発以降，植民地支配機構 

の基礎確立過程完了を歴史的前提として,，満州産業開 

発 （修正）五力年計画樹立のもとで重化¥ 工業化を遂 

行せんとしたその等初から，「労働力不足問題」を露呈 

させることになる。そして，従来の入満制限政策は入満 

奨励政策へと180度の転換を余儀なくされ，労働政策 

の主体も関東軍内の労働統制委員会から,満州国政府 

の労務委員会へと移され，国家権力!_こよる統一的•組 

織的な統制下で旁働力の確保•配置をいかにおこなう 

かが戦時労働政策の中心課題となったのである。そし 

て，従来の制限政策によって入満数が低く抑えられて 

いたことが, 労働力確保*配匱を国家権力の強権的発 

動によつ ておこなおうとする衝動を強めたといえよう， 

ここで, ，満州国成立当初，日本人移民を武装移民之 

して積極的に満州へ送出することが推進.され，朝鮮人 

移民にたいしては，それとの関連で入満阻止政策がと 

ちれたことを考慮するならば> 中国人入満政策も，日 

本人•朝鮮人の対満移動政策と密接に関連して形成さ 

れていったことが明らかであろう。関東軍が中国人の 

入満制限政策をとったのは，すでに指摘したごとく， 

満州侵略に抵坑する反満抗日運動が強力に展開された 

段階では,治安対策の観点を先行させざるをえなかっ 

たからであるが，これは日本人•朝鮮人移民との関連 

でいえば, 満州侵略の槓杆とされた日本人•朝鮮人移

注( 2 8 )同上，5 8貢。 ,

第三回労働続制麥貝会が_ 他された1935年2月13日の前日から，すでに入満中固人にたいする豳証は開始されてい 

た。同年2月13日の嘴日j は，拖証が警察官吏により强権的に行なわれた状況をつぎのごとく報じている，「満洲国 

内における労働統制と反満抗日分子の絶滅を計る方策として関诳局の指令によりけふから入満苦力に対し旅券の検閱収 

締を一せV、に開始し仁が，実施第一日の十二日，大速水上親高等係では，朝より特務が総動员，IE午までに入港した六 

隻の支那航銘船にニ，三名の乘務員が乗り込み，乘船の茜力に対し大同ノi i g 発行の旅券をいちいち厳1R検逬し姓名を呼 
び上げるやら出発地，行先地をたづねるなど係員は大蛮，ないしろこれまでは概筇でその人員を数へ不骓のものだけ氏 

名，行先地等を調べてゐたものであるが• けふからは一船にニ西人，三百人と乘りこんでゐる苦力の大抑を企部調査し 

なければならないので転手〗!T舞ひのいそがしさであるj (满鉄経済調杏会％務時報j 第63号, 1935年第1 . 4 半則， 

313H)。また，翌2月13日には，「新規則̂ !よる取締規則を知らなかった」船底の「怠慢j から.火來公司発行の旅券 

証明得を所持しない中国人；3 T余名が送還された斯件がおきた■満日j, 35年2月15日, 前掲嘧務時報:j, 313節 

が，この丨:〗は，第三回労働統制麥货会の開催口で，.「外国労慟洛.取稀规則j ‘はもちろんまだ制走されていない。 m m  
淀がなくても指令にもとづいて入满中国人の取締が突施されていた一例である。 .

( 2 9 )拙稿rp本帝国主義下におけるr满州ぶへの朝鮮人移動について」（f三丨丨丨学会雑妹』第63牲邻6喂 1抓)尔6ル切 
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日本帝国主義下における「満州」への中国人移動について

R の入植に反対するr危険分子の混入j を防止し，ま 

た，大量の中国人の入満が，相対的には嵩い生活水準 

にある日本人移民の移住の余地をなくすことを防ぎ， 

中国人が不熟練労働者に限宠されずに，農業経営など 

に進出することによって，農業移民;としての日本人 

(および朝鮮人）の移民が失敗することにたいする対策 

であったといえるが, とりわけ, 中国人労働者が「日 

鮮移民に対する民族的意識を尖鋭化することj を恐れ 

たからでもあった。満鉄経済調査会「支那人移民対策 

案要綱_)(1932年6月）のつぎのような指摘は，中国人 

労働者の入満制限が，以上のごとき日本人•朝鮮人移 

民との関連でなされたことを如実に示している。

「満州に対する支那移民紅、彼等の移住其のもめが 

0 鮮移民の移住余地を窄めつつあるものなることは論 

を俟たず。，斯かる根本的な影響は論外に置くとするも， 

尚，⑴支那移民の移住放任は満州住民の文化並に生活. 
程度の向上を恒久的に阻止するものなるを以て，より 

坐活程度高き日齡移民め移住を恒久的に困難ならしむ 

るとと⑵巨数の流人は先住民のみならず彼等自身の 

生活困難を招来し，各民族の職業的技術的分野の存在 

を許さざるに至る。即ち関東州内に於ける支那人果樹 

園経営者の続出，南奉天省に於ける支那人水田経営者 

の発生等は其の実例なり⑶移民流入による生活破壊 

渚の匪賊投入, 危険分子の混入はいづれも満州の治安' 
を擾乱し，日鮮移民の生活を脅威するがごとき結果を 

招来すること,若しぐは日鮮移民に対し生活脅威を招 

来し易き疑惑を抱かしめ，安定困難なることOf下略)。」 

そして，日本人•朝鮮人移民にたいする当初の関東軍 

の主導権は次論に後退していき，日中戦争勃発以降， 

本格的な移民;政策が展開されることになtるのだが，中 

国人入満制限政策も日中戦争勃発を契機とじて積極的 

導入政策へと転換されるのである。日中戦学勃発以降’ 
は'，満州産業開発五力年計画遂行に必要な労働力を確 

保 • 配置するために，従来_紙であった満州国内の労 

働統制政策も展開されはじめ，対満日本人*朝鮮人移 

民と同様に，対満中国人移動も，国家権力による組織 

的 *統一的遂行が志向される段階に移行するのである。

n 日中戦争勃発以降における対満中国人移

動政策の展開 、

日中戦争勃発以降, 満州産業開発（修正)五力年計 

画= 重化学工業化に必要な労働力を確保*'配踁するベ 

く，満州闺内において労働統制政策が展開さ和はじめ 

た。すなわち，労働統制実行機関= 満州劳エ協会の課 

立 （1的8年1月) , 立案機関= 労務委員会の設置(38^7 
月)，ざらに労働統制の法的根拠= 「労働統制捧j の制- 
定 (ザ年12月〉という戦時労働統制体制が， 1938年度 

には一佑完成され, さらにその具体化どして，，全国fe  

制協定が全満匆0 名の企業家によって締結(紐年4 月) 
されたのである。では，満州国内に杉いてこめように 

国家權力による戦時労働統制が展開されていったなか 

で，対満中国人移動にたいしては，いかなる政策がと 

られたのであろうか。

1938年1月，労働統制委員会は38年度の入満許可数を 

前年度の38万名より増加させて47方名に:購定し, M39 
年 1 月にほ，労働铳制委員会に代って劳慟統制立案機 

関として新設された労務委員会(国務院伞画萎員会のP  
分科会) が，39年度入満許可数を前年度の2倍の91方名 

に設定し，さらに40年度のそれを1犯万名という尨大 

な量に設定した，このような大量の中国人労働者を導 

入するために，満州国侧では， 39年‘1 月，「中国勞:働 

者募集並に使用に対する要綱J を発表し，中兩人労働. 
渚の募集は，各企業家ではなく団体により実施するこ 

とを原則とし，慕集業務は民生部大臣, 治安部大臣の■ 
監督のもとに，大東公司が統制することを決定した。 

つづいて華北侧でも，同年2 月 6 日から3 日間, 北京: 
で軍车催の「満支労働関係者会讓J を哪崔し，満州国 

政府, 関東軍代表と北支方面軍の協議のすえ， 「中国 

人労働者の満支配分調整に関する要綱J が決定きれた, : 
このじ月協定」では，大來公司が対満労働力供給斡 

旋を統制することが明示され，さらに華北の考辑(カ統 

制機関として華北労エ協会を設立することで意見の一 

致を.みた。さらに同年6 月のいわゆる新京会議では，

嗔東州及満州周労働統制一元化に関す奋要綱• !が決， 

矩され，同年7 月 1 日，大東公司は満州#エ協会に銃 

合され，以後,満州労エ協会国外部として入満統制を 

担当することになったのである。つづいて冏年12月 5

注(30) r支那人移段対策案敗焖」, 滿鉄経済調进会第二部，第一班，1932年6月, » ■満洲燠栗移K方策』（立案調夜書類第2編., 
讯1卷第1兮)，334JC, 1934华9月。

( 3 1 )同上，333 1  • ..J . •
( 3 2 )滿洲タ紅協会* ' ? 労, 丨猶j (1940年版) , 327頁。
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日本帝国主義下におけるr満州」への中国人移動について

日の大速連絡会議では，北支側は軍一 第 4 課，興11院華 

北連絡部，新民会，関東州庁，そして満州側は関柬苹 

司令部（第4課. 経理部) ,満州国総務庁（企画処, 民尘部, 
外務局，治安部)，満州国北贲通商代表部，満州国外務 

局大連弁市処，満州労エ協会，満州土建協会という関 

係機関総動員のもとに，華北労エ協会設立をめぐって 

協議がなされ, 満州側一民生部次長,関柬局司政部長と 

華北側一実業部次長とのあいだで，「満州向の労働者に 

対する事項其他に関する満州側及華北側間申合」が締 

結された。 この「申合j は， 「華北侧は支満蒙労務連 

絡会議に於ける協議に基き満州側に対し所要労働者の 

供給をなすやう措置するものとす，之が為満州側は翌 

年度所要労働者数を一括し前年11月末迄に華北側に対 

し要請するものとすj (中合事項觅1頊）とし，また， 

「華北労エ協会は其の機構の整備を待ちて満州側に対 

乙労働者の供給並丨こ輸送の斡旋を為すものとすj (第2 
項）と規定した。[この華北労エ協会の設立は，同年12 
月11日に，華北侧実業部案として臨時政府行政委員会 

に提出されたが決定されず，翌40年 2 月27日，無期延 

期となり，41年 7 月にいたってようやく実現すること 

になづたものである。

では，このような対満中国人導入政策の展開は，実 

際にはいかなる移動を誘発し,それをいかなる程度ま 

で労働統制の対象としえためであろうか。この点を明 

らかにするために，まず，，満州国内の劳働者の就業構 

造の推移のなかで入満中国人の占めた位置を確定する 

ことゾハらi i じめよう。

まず，満州労エ協会「日本人経営工場鉱山労働事情 

調査」(1939年6月) によると，1935年から39年 ( 8 月末) 

にいたる期間に, 5 0名以上雇用する日本人経営の鉱 

山数は3. 54倍, 同じく工場数は1,92倍増加し，雇用労働 

者も，それぞれ鉱山で3. 83倍, 工場で3. 29倍となってお 

り, 大最の労働者が，とりわけ産業開発（修正）五力年 

計画が实施された38年以降に吸弓|されてt 、6 。そして， 

39年の工場*鉱山における労働者の民族別構成.(第2 

表)は，中国人岁働者が，工場で約90%，鉱山で98% と 

庄倒的比率を占め，日本人は工場•鉱山でそれぞれ 

9 .2 ^ , 0 .5 % ,朝鮮人は1.4%, 0 .9% と蛩的には極め 

て少ない，という構成になっている。いま，このよう 

に大贵に靡川された中IEI人労働者の供給源を明らかに 

するために，1940年の「満州固登録労働恶出生地およ

第2表满州における] :場.鉱山穷働杏の拉族別比舉
(1939年〉

日 本 人 朝 鮮 人 中 国 人 計

ェ 場 9.2 1.4 89.4 100.0
鉱 山 0.5 0.9 98.6 100.0

備考滿洲労エ協会「満洲日本人経営工場鉱山労働琪情調 
杏」（1939年6月末)による。満洲鉱エ技術貝協会編 
芻 r満洲鉱エ年（1942年版)，64頁より。

第3 表満州国®録労働杏出也地および_ 籍別比本(1940年）

満 州 中 国 関 内 本

出生地 国籍 出生地 mm 出生地 国锫

林 業 45.0 68.6 34.8 11.2 20.2 20.2
鉱 業 36.7 44.8 62.4 54.3 0.9 0.9
製 造 工 業 35.5 54.0 63.3 44.8 1.2 L2
土 木 迚 築 業 . 22.8 36.3 75,2 61.7 2.0 2.0
交通運輸業 36.7 58.3 61.8 40.2 1.5 1.5
そ の 、 他 36.9 64.1 58.1 30.9 5.0 5.0
合 . ’ 計 32.2 49-3 64.2 47*3 3.6 5.6

備考満州国出生者と在満3 力年以上のものは満州国籍を 
えた者とされる。満洲労エ協会「労働者登録統計表j 

' ( 1 9 4 0 ^  3月〜12月)による。前掲■ 洲鉱エ年鑑』 
(1942年版) ,65〜66Hより。なお国籍の合計欄の総計 

' . は100以上となっているが，原表cpまま転載しておく。

び国籍別比率」（第3表) をみると，鉱業 • 工業とも， 

出生地が満州であるものは3 分の1 強，中国関内であ 

るものは3 分の2 弱となっており，中国関内が大量の 

中_ 人労働者-の供給源となっていたことが明らかとな 

る。とくに土木建築業では，出生地が中国関内である 

ものは4 分の3 fc及んでいる（林業に丨ヨ木を出生地とす’ 
るものが20%を占めているのは.，朝鮮人如勤盎を日本出身と 

したからであるが，その他の産業部Hでは，日木を出生地と 

するものは極めて少ない)。事実， 1937年以降，入满中 

国人数は, 37年31万 9 千名，38年49万 2 千名，39年93万 

6 千名と急増し, 40年には, 入満史上の最高値131万 9 
.千名を数えているが，これらの入満中国人勞慟者がい 

かなる産業部門に吸弓1されたかを示す第4 表をみると, 
36年から40年にかけて，鉱業で丨2. 7倍，土木翅築業で 

5 倍の增加を示しているのである。さらに，40年の入 

満中国人労働畓131万 9 千名の座業別分布をみると； 

土木妞築業の39万名（30% )と，工業の26万名（20%) 
ですでに半数を占め，つづいて，農林漁業18万 8 千名， 

鉱業12万名，商業8 方 7 千名, 交通運輸業8 万 7 千名の

注⑶），興M院箏北迪絡部編'••華北労働丨丨!】題概説』，1940印，375-379页。 

( 3 4 )满洲鉱エ技術只協会絲櫞『満洲鉱エ年鑑j (1942卬版)，61

—— 46(552) -~ •

r

農林漁業 鉱 業 製 造 m 土木建築業 交通迎輪業 商 業 雑 役 計

1936年 57,414 名 9,490 128,745 79,684 21,702 23,555 37,532 358,122
37 50,993 13,496 88,570 77,574 16,047 31,675 40,931 319, 286
38 28,835 34,528 118,707 119,924 39,570 60,384 90,428 492,376
39 93,227 116,152 186, 940 277,407 84,638 69,925 157,380 935,669

. 40年 187,879 120,789 259,998. 389,972 86,988 89,080 184,201 1,318,907
.36 年=100. 327 1,272 202 499 401 378 490 ,368
備考滿洲労エ協会調迕による。前掲F満洲鉱エ年鑑j (1942年版) ,6 9萁より4

順になっており，地域的には, 奉夫省に45万 5 千名(34.5 
%)が集中しており, 関東州, 吉林省，浜江省を加えると，

入満中国人の約3分の2がこれらの地域に集巾している
(35)

ことがわかる。ここで. この入満者総数131万 9 千名の 

約31%に相_ する42万名は，「団体による入満jである 

ことに注目する必要があろう。入満中国人は，いわゆ 

る 「団体苦力j と 「パラ苦力」に大別されていたが，

'「団体苦力」とは，「碑州側事業者が派遣した募集人，

把頭等の募集に応じたJ：人 (中国人労働者一 弓1用若)の 

群れであり，大半安家賃や支度金を受けて出て来るの
' (36)

であって，より多ぐ出稼的性格を有する」ものであり'，

「バラ苦力J とは， 「主として血縁，地縁の関係を頼 

るかまたは漠然と職を求めて，個人的に満州へ向うエ 

人たちであって，旅費等も自ら調達の方法を見出し得 

た多少とも恵まれた連中J であり， 「移住的分子.や家 

族同伴者が比較的多い」という性格を有していた。し 

たがって，「団体苦力」は労働統制政策によって満州 

へ移住したもの，「バラ苦力j は 自然的に満州へ移動 

したものであって労働統制政策の対象外となり，労働 

力確保• 配置計画には直接含まれないもの，と一応み 

なしてよいであろう。そして，「づラ吉カJ は，入満 

後，「農業労エ，商業使用人，雑役夫及び土着工業,
交通運輸業工人の全部，土木建築工人の一部等j j こ就

注 ( 3 5 V 前 掲 4■満洲鉱エ年鑑j 伽 4 2 年版)，78—7 9 頁。なお，関苋州を就業地として算入したもののなかには.大述に上腔 

後，丙び満州の各地へ移動したものも含まれているので，この数字は傾向を示すだけであって，正確ではない。

(36) (37) ( 3 8 ) 前 掲 『満洲鉱エ年鑑』（1 9 4 2年版) , 8 1 瓦

( 3 9 ) 间上，同瓦  ,
(40) 1943年にV、たっても，入満中_ 人労働杏のうち労働統制政策の対象としうる「団体苦力j は，依然として約3分の 

1程度であマて，残りのrバラ苦力j の寧提はほどんど不可能だづたようで&る。この点につI、て，満州国民政部第一 
動员科提（福丨丨赌夫）は，、つぎりごとくのベている。「大体入热穷働昔の数の中，本当の労務動貝訏画に乘り得る，摑 

み得る労働溃h言ふものは団体募集の穷働考でありまして，之が入満総数の約三割であります。後の七割は诌己の丨U山 
意志で流れ込んで来る渚で，その七割の労働渚を完全に個むと言ふ事は不可能な状態であるのであります。それは個々  

に各々 衆啡切符を求めて，丨II分の頼って行く所に想漪くといふ炤向にある。これ等を観察致しますと大体一応南満地 

力，奉天付近に落蔚く渚が大部分であったのでありますa ……辦業体fc於きましても国境，大速,山海関等に於て此の 

ばらで入る穷働畓を獲得するやうな方策を講じて职きたいと霄ふことで現在進んで来て® りますが,まだ着手を致した 
だけでありまして粜効を収めて屈ないのでりますが……aJ OKI{経済懇談会1■射四间日滿搔済懇談会報告1943 
尔 6 ル 214-215 H).

業し，一方, 「団体苦力J は，土木建築業，鉱寒，エ 

業，交通連輸業の4 產業部Mに限定され, しかも, m 
業開発苴ヵ年計画の基底的産業である土木建築業と紘 

業で95%を占めていたのである。かくして，中国関内か 

らの中国人移動には，労働統制政策の対象となる移動 

一—;土木建築業• 鉱業（= 産業開発計画の甚&的産業）へ, 
という系列と，労働統制政策の対象とならなV、移動 

— 土着産業へ，という系列があったということがで 

きよう。さらに，この移動の2 系列の1937年から.40年 

にかけての推移（第5表)をみると，労働統制の対象と 

,なる「団体苦力」の入満は，37年には全入満総数の17% 
であったのが，38年には29%, 39年には33%, .40年に 

は31%と増加傾向にあったことがわかる。この推移は, 
いうまでもなく，労働統制政策の展開が, ノ、満中国人労 

働者を掌握するようになったことの反映であるが，し 

がし, 満州国内における国家権力による努働カ確保*配 

置政策にもかかわらず，39年，奶年にいたってもなお， 

入躺労働者の約3 分の1 しか政策的には掌握できなか 

ったことをも意味している。しかも，，この政策的に黎握 

できた3 分の1 というのも，その突態は， 「̂労樹I統制 

法j が理念として掲げた，国家権力が企業者に労働者 

を直接募集させるという政策によるものではなく, : k  
部分が/ 「労働統制法J および「全国協定|が排除しよ

日本帝国主義下匕おける「満州」ベの中国人移動について 

第4表入满中国人労撖渚の産業別就業先(1936-1940^)

 -----   47 ( 8 o 3 ) -------



日本帝国主義下における「満州」への中国人移動につ

うと志向した半封建的労働供給• 管理組織= 「把頭制J 
による募集であったs

，第5表入満中国人総数に占める団体移動g 丨 4(̂ )

備考満洲労エ協会_ 查による。
前掲『満洲軚エ年鑑J (1942年版)，81頁より。

r把頭制J は， r半農半エ的性格を有する气衣労働 

力」を連盤とする「遺制的生産体制たる請負制度」で 

あり：その最も典型的な「外包工制」においては> 事 

業主は出来高に応じて把頭に一定の金額を支払うのみ 

で，把頭が管理する中国人労働者とは全く関係せず， 

中国人労働者の募集，賃金支払，宿舎め提供，食事の 

付与などすベてを把頭がおこなっていた。当時の華北 

における募集方式について，前田一r特殊勞務者の労 

務管理j (1943年）は，つぎのごとく指摘している。「苦 

力の労働組織が把頭中心に組織されてゐる関係上，地 

方農民層からの募集にあたっても，矢張り把頭を中心 

に募集することは最も賢明な方法とせられて居る。企 

槊者自ら直接募集を行ふ場合に於ても尚ほ，把頭$)存 

在を無視し得なV '処に華北労務者募集の特質がある。」 

当時，華北における慕泰方式には，⑴企業家による 

直接募集，⑵企業家による統制募集,⑶公的機関によ 

る募集，という三つの方法があった。そして，企業家に 

よ名募集のなかでも，現地に募集事務所を常設した満 

州炭鉱会社（天紙W岛, 山海関に事務所を設匿),撫順炭鉱 

(北)X 済南) ,東辺道_ 発会社（天取W•岛, 山海関),満州產 

金会社(資島) ,昭和製鋼所(天外-)，本渎湖煤鉄公同（済南） 

などの炭鉱業や重化学工業関係企業と，季節的•臨時的 

に箅染事務所を設置した土建業とがあったが，V、ずれ 

の場合にも，把頭によって暮集がおこなわれたのであ 

る。冬の一例として撫順炭鉱の直接募烺をみてみよ氕 

漓鉄撫順炭鉱は，すでに1911年に芝罘に「苦力」募 

集出張所を設置し，1916印には青岛に招エ公所を開設 

し労働力が著しく不足したときに直接社員を派遗す 

るほかは，通常，把頭を現地に派遗して積極的に中国

人労働者を憝集していたが，1940年には，招工事務所 

を済南, 北京に，連絡所を青島，滄縣，唐山，邯鄆に 

設置していた。そして，「小把頭または採炭華エ100名 

以上'の出身地なること，輸送費が比較的低廉なること* 
将来地盤開拓の見込みあることj の条件を具備した地 

.域を募集地に選定し，把頭ないし小把頭，あるいは採 

炭中国人穷働者から選出しずこものを現地へ派遣して募 

集させた。40年 7 月済南招工事務所所属の把領およぴ 

帮忙（中国人の苺集劫派遣数は4 4 0名，北京事務所所 

属は23 0名であり，39年度は山東のみで約3 万名の中 

_ 人を慕集し，炭鉱に配置したのである。

また, 土木建築業にみられた業者による_ 主的統制 

募集も，_ 際には把頭制を排除することはできなかつ 

た。産業開発計画遂行による土木建築業の労働者需要 

は大きく，しかも土木建築工事の可能期間が満州では5  
力月から9 力月であり，短期集中的な労働者募集を必 

要とすることから，募集競争は他のエ鉱業部門とは比 

較にならぬほど激烈で, 前貸金協定違反，賃金の弓丨上げ， 

労慟者の弓丨抜争奪が頻発していた。19如年1 月の「満州 

土建協会国外労働者募集規定大綱」は，「全満各事業ニ 

関スル努力ハ満州労エ協会ヲ以テ募集ヲ統制セラルル 

ニ侬リ，業者所要：/ 国外労働者（河北，山柬，中安其/  

他）ハ本協会ニ於テ統制募集ヲ為シ協会員各組ニ之ヲ 

配給スj (第1条) と規定して，満州労エ協会による労 

働統制を補充しつづ, 激しい労働移動を阻止し，労働力 

p 確保 . 配匱をす名ととを目的とずるものであづた。

この自主的統制募集によると，各業者は所耍労働者数 

を土建協会.労務部（協会に本部を，天津に出張所をおき，

また，山海関，済南，宵島，芝罘，上海などに臨時出張所を 

おくこととした）に申請し，労務出張所の募集従業貝は 

土建德会より満州労エ協会に報告し，政府め許可をう 

けるものとされ，さらに，慕集従業員（日本人および苦 

力頭）は，「請負業ニ何等経驗ナキモノ，ブロ — カー式 

又ハ搾取的苦力頭」は認められないとされていたが， 

実際には把頭制を排除することも，募集競争による前 

貸金協定違皮や賃金引上げを防止す名こともできなか 

つたのであ(4£ 。そや他，公的機関による募维が，釭年 

7 月の華北労エ協会設立までは，大陸華エ公司（邠年2 

月.設立，哿岛) ,新民会労エ協会（38年6 月，北京),新民労 

碗)協会（3鄉 9 凡天 _ )，山染労ェ福利局（38平9月，W

身分証明書発給数団体証明書発給数 比率

1937年度 
38 

' 39 
40年

323,689
501,686

1,012,148
1,364,706

56,692
146,232
841,168
419,933

17%
29
33
31

注( 4 1 )中扨孝俊•■把职制度の研究J , 1944年，2
( 4 2 )前山一嚼殊労務者の労務管邪ふ1943平，198
( 4 3 )满鉄総栽蜜人祺課り ，こ於ける支那労働粮嫌及移動概況』(満洲劣働事情第二船，1929年，2 2頁，
( 4 4 )前掲丨，華北労働問題概説』，206—210 J C および前掲《■特殊労務治の穷務傲Mi，，199一202

, .— 48(834) —

ぬ）によって試みられたが,がいずれも募集規模は小さ 

く，失敗したものも多かった。

「労働統制法」を軸として，国家権力による労働力 

確保 • 配置政策が展開されたにもかかわらず，このよ 

うに「把頭制」が強固に存在しつづけたのは，第一に， 

産業開発五力年計画遂行によっ.て急増する勞働カ需要- 
を充足す るには，企業者側の労働者募集体制が追L、つ 

かなかったこと第z :に，出稼的性格を有十る中国人 

労働者を特定期間に集中的に募集• 管理するには，現 

地に傷通した中国人による以外にはなく，言語，文化, 
習慣を異にする異民族が募集•管理することは民族的 

対立を助長しかねないこと，による。労働統制の対象 

外となった3 分の2 の入満中国人労働者はもちろんの 

こと，努働統制の対象とされた3 分の1 の入満中国人 

労働者の確保• 配置も，実際には多くのばあい国家権 

力による直接的な労働統制によってではなく，半封建 

的な労働力供給• 管理組織= 「把頭制」を媒介として 

なされたのであり,戦時労働統制政策の展開の建前と 

辑実の状況とのあL、だには，大きな乖離があつ たので 

ある。この乖離は，1941年以降の「新労務体制」のな 

かで, 「把頭制j を復活し,續極的に利用するという 

労働統制政策によって克服が試みられることにな言。

ところで，1940年には入満中国人労働者数が131万 

9 千名に達したというほどの大量移:動は，產開発芄 

力年計画遂行上必喪な労働力の貯水池が中国関内（華 

北）にあったことを示しているが， このような大量移 

動は新たな矛盾を内包せざ名をえなかった。 「苦力送 

金問題」，がそれである。満州における勞働カ需要が大' 
きくなり，関内から満州への移動が増加すればするほ 

ど，中国人労磡者の募集費，郷里への送金，あるいは 

離満時の持掃金がそれだけ項加し，資金の国外流出に 

よって国際収支を恶化させるという結果に導V、たので

ある。その結果，1939年度末には満州国の対華北★ 払 ' 
勘定は約7 千万円の齒過であったが，40苹には6 月末 

までに約1 億円の負債勘定となり，従来は許可済であ 

った満州土建協会，炭鉱などによる労働者募集费の華 

北への送金は制限された。まず土建協会の36労名寡集 

予定費1,200万円が，40年6 月末に28万名募集したと 

ころで0 となり, その後の募集が木可能になフたほか， 

碑州炭鉱，撫順炭鉱，昭和製鋼所，朿辺道開発は，募 : 
集最盛期に追加赛集資金の為替送金が許可されず，募 

集が不可能となった。そt て慕集费だけでなく，中国 

人労働者の持掃金と送金も制限されるにいたったので 

今る。いま，満州滞在期間調査をみると，功39年!^の 

離満者数合許39方 0%7 名のうち，1,年未満のものは，

16万6322名とぬ％を占め，3 年未満のものまで含める、 

と23万2655名と60%弱を占めている。また37年から40 
年にかけて. 単身者は依然としてほぼ90%以上を占(め> 
入満回数(I937年）も2 回以上のものが41.4 % を占め 

'ている。かれらは郷里で旧正月の終る頃J；々 満州出稼. 
の準備を開始し，解氷期前後より3 ，4 , 5 月にかけ 

て入満じ結氷期の11月頃より農業労働や土建労_1が 

休止状態になるので離満するという移動の型.をもって 

いた。とのような出捧的性格を#|厚に刻印された中幽 

人労働者にとって，郷里への送金や離満時.の持帰金が 

いかなる意味をもっていたかは容易に推測できよう。

39年 10月からI2月の離満期にI6万 3540名という尨大 

な中国人を対象とした満州労エ協会の調齑（第6表）に 

よると，持帰金は1 人平均3 1円61銭であり，また， 

送金輝は3 円39銭であったが，この調査.結果から推宰 

すると，持痛金と送金額の合許は/  37年度に928万 ？ 

千円，38年度に965万2千円，39年度に1530万 3 千円とな 

り，多額め円資金が国外に流出したことになる。ちな 

みに，1M0年度の対満労呦者の移動に伴う国際収支の

注(45〉 満州土翅協会の統制募集が，樊際には効來を尧邠しなかったことについて，前掲『華北穷働問題概説j は，つぎのご 

とく指摘している。.「本年度（4 0年度) の満洲土妞協会統制募免の華北に於ける寡集員数は，当初の予定は三六方人で 

其の募集資金の為替許可は一二OO万円であったが，約二八万人の送出に於て既に資金の枯渴を告げた，斯の如き1人 
当り募集資金の予宠超過は華北に於ける一般物肺の馨騰も其の一原因ではあるが，本年度の統制棼集が尚理想の如く行 

はれず，. 競争に依る前貨金の協定額以上の支払，邦他競爭的簕集に湛く浪赀があった点も典の逋丨ねである。バ218頁)。

( 4 6 ) 前掲f’特殊労務渚の労務管理j, 208—2 1 3頁。 .
( 4 7 )满洲ffi工業開発株式会社, 労務対策研究』（上)，10—1 1艮
(48) 「焚働統制法」が, 「把职制」を排除し，企梁家に直接労働渚を屈州させることを，实際は臾施が不可能だったとはい 

え，ともかく迎念としては掲げていたのにたいし，1941年10只跎ロの「改正労働統制法;j は，「把职制」の復活を法 
的に認めた.ものであ;^ 「改正穷磡紐制法j にかんしては，，大沼厝邛f•滿洲の労務統制と労務興国会制庇j (1942年)

. 参照， ' • 丨
m 前拇，洲鉱X牢鑑』（1942年版)，86 J t  
( 5 0 )同上，83
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日本帝国主義下におけるr満州j への中国人移動について

第6表中国人穷拗者の特痛金および送金額の総計
(1937平一 39 年）

持帰金 離齡数 送金額 在满渚数合計金額

1937年度 
38 
39年

方円
819
799

1,235‘ 8

人
259,098
252,795
390,967

万円 
109.7
106.2
294.5

人
323,689 
313,482 

■870,072

万円
928.7
905.2

1,530.3

第7表満州国為持脊现強化前後におけるill海閲離満労働者 
離満理rt丨調

「満州国為替管理法
,,• ( 5 2 ) '
施されたのである。だが，

、 名を対象とした調杏結见の1人平均持ん1金31円61銭， 
送金額3 円39銭から持婦金は離满若数を乘じ，送金 
_ は在満著数を乘じて推算したもの。横浜正金銀行 
，满洲に於ける北支劳働者及労働統制に就て』1942 

• 年5月，13— ：14頁より。

諸勘定をみると，持帰金，送金および募集費が資金の 

国外流出の主悪’な項目であり，国内流入の主要な項目 

で、もる入漓者携帯金を差弓丨いて，8020万円が国外に流 

出している。このような多額の円資金流出を防止する 

ために，40年4 月の華北臨時政府と満州国との経済協 

議会における決定にもとづいて，同年6 月24日J;り円 

通貨の国外携带制限を50円に引下げ，兑換および華北 

鐧の受私禁止措置が実施され，つづL、て同年7 月15日， 
が改正され，送金制限が急遽実 

出稼的性格を有する中国人 

労働者の死命を制する送金および持M金の制限は,た 

だちに離満者の急増と入満者の激減を生じさせ，満州 

固内め妨働力不足に拍库をかけた。r入満者の減退と離 

満奢の増加とにより国内建設，產業開発事粱に要する 

’■勞働力確保は一大支障を来たす虞があり，一般に非常 

fc憂慮せらるるに至った」のであ'る。取実，為替管迪 

法改訂直前と直後の離満理由（眾? m を比較すると， 

改訂直後には, 改訂前にはなかった「為替管理強化によ 

る穸族への送金困難」を理由とするものが43. 5% も占 

めている。そこで政府は，同年11月 1 日以降，離満労 

働者の持帰金制限額を，一般労働者にたいしては60円，’ 
技術エにたいしては120円と綾和し，また送金額も， 

労エ協会発行の勞働票所持者にたいしては特別優先的 

■ をなすものとし，さらに塑41年 4 月26日の為替管 

理法の改訂によって，北支送金制限を撤廃せざるをえ

1940年6月 
13日〜 24 FJ

1940年8 月 
7 日〜16日

員数 ' % m %
1 替管理強化による家族への送 

金困難_
満切_ 昂籍法及国兵法実施によ 
り艺将来̂ )掃_ 困難を予想して 
家族に而接及展截

_ 435 43.5

400 50.0
26

303
2.6

30.3
家事整理 44 6.0 38 3.8
家族呼び寄せ .57 7.1 — . —

病気 ,4 9 6.0 103 10.3
収入少きため 57 7.0 25 2.5
解雇 41 5.0 28 2.8
在 満 家 族 の 送 り 届 ’ 78 9.8 33 3.3
商用 . 12 1.5 — —

営業不振 20 2.5 _ _ —

転職 40 5.0 一 —

老平 ' 2 0.2 — —

其の他 — .-— 10 1.0
計 800 100.0 1000 100.0

連絡部編『華北労働問題概説ゎ 1940年12月，194頁 
より。

なくなったのである。この「送金問題」は，満州国内の急 

増する労働力需要を充足するための中国人労働者の対 

満大量移動と，それがもたらす資金の国外流出とのあ 

し、だの矛盾が，入満数が最高となった1940年に露呈し 

たことを意味している。それは，満州国の産業開萍5 力 

年計画を遂行するために, 大量の不熟練•低賃金労働 

力を国外から求めなければならなかったという満州の 

労働力構造のもたらす必然的婦結であったといえようa 
このような「送金間題」に加えて，華北におけるイ 

ン フ レ ー 'ン ョ ン の 進行が，1939年, 40句-:にかけて，中 

国人労働者の入満を著しく困難にした。満州重工業開 

発株式会社 ■̂労務対策研究』 （上）（1942•年）は， この 

点についてつぎのごとぐ書いている。 「(北支では) 19 

37年I2月より1940年9 月迄の間に，食糧は3 倍，衣料 

は4. 2倍だけ騰貴している」，「入満華エ（中国人労働者- 

- ^ 丨川者） の北支送金並携带金の合計は1 人当り平均

注( S 1 )前掲r労務対策研究j (上)，89 觸 年 9月の満鉄北支経済調麵調き:よる。
( 5 2 )「满州国為龍理法j 改正（40年7 / j 15 R )による4:国人労働杏の送金およみ持婦金の制酿施状況にっぃて，觀  

正金銀行調逬部『滿洲に於ける北支労働者•及労働統制に就てj (調进報锷第130号, 1942.年5月）には，っぎのトうに 
腐かれてぃる• r一，当初許可手続取扱銀行である満州中央銀行尜天分行資金課でさへもその手続等一切不叨であり，突 

際の送金中込̂：対し全く不得変領で，七月は勿論八月になつても送金不可能t  V、ふ状態であった取 一 ,而も当局当時の 

許"J■方針はffl点主義で行はれ,鉱山労働者に限り而も家族持を条仲としそ年額五十円と山海関緙山の際の持燔り五十円 
命 il一ヶ年西円を限度とし，鉱山以外の労働治の送金は一切許可しなかった祺一，北の後許可方針は幾分細.丨された’ 
が, 祺需エ場の労働治のみに適爪され，一般の軽:！:梁等に従事して扱るものには認められなかった求j (2 9 -3 0頁）

( 5 3 )前揭湖に於る北支労蝴^及労働統制に就て』， 32 TL '

m m • « * .

日本帝国主義下における「満洲：）への中国人移動について

35円, 多少多きものにそp4 0 - 6 0 j円でちるが,如る 

金額の農民家計に対する重要度は上の如き物価臉貴と 

共に大約4 分の1 に低落した訳で，出镓の魅力は殆ん 

ど無くなったと言っても宜.しいであらう„ j 事実，北 

支の物価上昇は満州よりも急速度で進行し,■たとえば 

卸売物肺指数をとってみると1936年から1940年 (9  
月）にかけて，満州では新京，大速とも% 3 倍であ 

つたのにたいして，天津では4 倍となっている。

さらに，満州国内では，1941年 1 1月から「労務新 

体制要綱j が実施され，努務動負のために,_ 家権力 

は最大限に発動されていった。すなわち，従来め満州 

労エ協会に代る労務興国会の設立(41平10月），「労働統 

制法j の改訂と，それにもとづく「労働者緊急就労規 

則j の公布(42年i n ) , さらに，国民勤労奉公制の確 

立 (43年度から樊施) というようf c , 「国民皆労j 体制が 

強化されていったのである。このような状況のなかで， 

妨満中国人移動にたいしても，1940年に露呈した矛盾 

を 「解決」すべく，41年 4 月，満支間に入満労働者募 

集協定が成立し， 4 1年度は91万 8301名， 4 2年度は 

106万 8625名， 42年度は8 月末までで7 9万 1960名 

の入満者を数えたのである。

以上，「満州!l ! j 成立以降における対満中国人移動取 

策の展開につV、て考察をすすめてきたなかで，「満州国j 
成立から日中戦争劫発の時期には,関東軍主導による 

治安対策の観点が先行したため，中国人の入満制限政

注( 5 4 )前掲f北支労務対策研究』（上)，8 8頁。
( 5 5 )同上，86 Ko

策が，根拠のない入満許可数を設定するこど^1よって 

強行されたこと，また，日中戦争勃発以降，産業開発 

(修正)五力年計画遂行に必要な労働力需要を充足する 

ために，入満制限政策は積極的導入政策へと180度の転 

換を余儀なくされたこと，しかも，中国人導入政策は， 

国家権力の組織的. 統一的発動のもとに，半封建的穷 

働力供給• 管理組織= 「把頭制jを排除して劣•働力を直 

接掌握せんとする志向によって実施されたにもかかわ, 
らず，結局，「把頭制j を排除できず，41年以降の「労務新 

体制J下では，かえってr把頭制」との癒着を強め，法 

的にもそれが確認されたこと等を指摘して差た。「労務 

新体制」下のかような方策は，如年に「苦力送金問題」 

として露呈した矛盾，すなわち，満州における重化学エ 

.業化が大量の不熟練♦低賃金労働力を関内（主に華北) 
に求め，そのことが，資金の国外流出を結果するとい 

う矛盾を，「解決」しようと試みた方策であったといえ 

ようj 半封建的な労働力供給•管理組織を媒介としつ 

つ労働力確保•配置をなすところに，植民地労働政策の 

特質があったのである。本稿では，入満中国人の移動政 

策史を具体的に明らかにすることに目的があったため 

に，入満した中国人労働者がいかなる労働条件のもと 

に編入されたかにつV、てはほとんど触れることができ 

なかつたが，この課題は別稿で考察することにしたし、。

付記） 本稿は昭和46年度慶応義塾学ま振興資金による研 
究「日本帝国主義下におけるr満州』経済の拼究j 
の一部である。 . .ノ

. (経済学部助手）

教 育 ど 経 済 成 長 *

川 島 康 男

, ようになって来た。

一 序  伝統的教育観によれば，教’育とは人格の形成，陶冶

’ のための活動と考えられて来た。そのようなi i 地から

最近，経済活動に於ける教育の逭戚性が注0 されるすれば，教育を経済的兒地からみるこどは好ましくな

1 私は本稿の作成にあたり，火阪大学の稲m教授, 鹿應義塾大学助手中沢敏叨氏と唆應義塾大学助教授祌谷伝造氏から, 
m t(なコメソトを得た。記して謝意を表したい。なお，本稿の中に誤りがあるとすれば, それはすべて私個人の货住である*
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